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当協会の主な取組み

　

　

　

②　金融機関協力店舗感謝状贈呈式の開催
　前年度において県内中小企業の金融の円滑化並びに信用保証業務にご協力をいた
だいた金融機関に感謝の意を表し、感謝状の贈呈を行っています。
○平成28年６月６日（月）　　於：奈良ロイヤルホテル

①　保証推進キャンペーンの実施
　適正保証の推進を図るため、平成28年度に5つの保証制度を新たに創設しました。

□保証制度名：「集約ローン20」「フレッシュ 15」「デラックス100」
「夏季特別保証・年末特別保証」
「夏季特別保証一括・年末特別保証一括」

上記の制度につきましては平成29年度も引き続き取扱いを実施しています。

１．保証推進の取組み

③　金融機関若手担当者向け「信用保証業務基礎講座」の開催
金融機関の若手担当者を対象に、基本的な協会業務への理解と協会職員との意思
疎通を深めていただくため、平成28年度で５回目の開催となりました。
○平成28年11月15日（火）　於：ホテルリガーレ春日野　　参加者　55名
○平成28年11月17日（木）　於：橿原オークホテル　　　　参加者　37名

④　金融機関との保証申込事前相談会の開催
毎月、県内信用金庫を訪問し、保証申込の事前相談を実施しています。

⑤　ダイレクトメールの発送
全て完済された顧客に対して、「フレッシュ15」のチラシ等を同封して四半期ごと
にダイレクトメールを発送しています。
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当協会の主な取組み

①　「奈良県中小企業支援ネットワーク」
　「奈良県中小企業支援ネットワーク」は、県内の中小企業者に対する経営支援策や再
生事例などの情報を会員相互で共有し、協調して中小企業の再生支援に取組むことで、
県内経済の活性化に寄与することを目的としています。
　当協会が事務局となり、平成24年８月に発足しました。

（ⅰ）ネットワーク会議の開催
　定期的に参加機関における経営支援・再生支援等の取組みについて、事例報告や
情報交換を行い、県内全体の経営改善スキルの向上に努めています。

○第11回　平成28年６月14日（火）　於：奈良県文化会館　会議室
○第12回　平成29年２月21日（火）　於：奈良県文化会館　会議室

（ⅱ）サポート会議の開催
　中小企業者が経営改善計画を策定していく過程において、金融機関などの関係者
が一堂に会し、支援に向けた方向性などの意見交換を行い、早期の経営改善サポー
トに努めています。
　平成28年度は、42回の会議を開催し、返済条件の変更や借換による追加保証など
の支援を行いました。

□ネットワーク参加機関（平成29年７月14日現在　21機関）
近畿経済産業局、近畿財務局奈良財務事務所、奈良県、奈良県産業振興総合センター、奈
良県地域産業振興センター、地域経済活性化支援機構、奈良県中小企業診断士会、日本公
認会計士協会近畿会奈良地区会、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、奈良県銀行協会、
南都銀行、奈良信用金庫、大和信用金庫、奈良中央信用金庫、奈良県中小企業再生支援協議会、
奈良県商工会議所連合会、奈良県商工会連合会、奈良県中小企業団体中央会、近畿税理士会、
奈良県信用保証協会

２．経営支援・再生支援・創業支援の取組み

ご相談窓口

専門家派遣事業のご案内専門家派遣事業のご案内

専門家派遣
事業のご案内

②　中小企業者の「経営改善計画策定費用」に係る一部助成
　国が認定した外部専門家の支援を受けて経営改善計画を策定する場合、その費用
を国の業務委託先である奈良県経営改善支援センターが総額の２／３（上限200万円）
まで補助する支援を行っています。
　そこで、当協会では、この支援を受けられた方に、事業者負担分となる残りの
１／３のうち、その半分（20万円を上限）を補助しており、平成28年度は29件の補
助を行いました。

③　外部専門家の無料派遣事業
　外部専門家派遣とは、当協会を利用いただいている事業者が抱える各種課題等に
ついて、専門的な知識と経験を有する外部中小企業診断士を派遣することで課題の
解決を図るものです。派遣回数は１案件あたり８回を上限とし、派遣費用は当協会
が全額負担しています。

④　休日・夜間　総合相談窓口の実施
　休日・夜間　総合相談窓口を実施しました。県内で創業を予定されている方だけ
ではなく、既に当協会を利用いただいている方にも相談対象者を拡大しています。
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当協会の主な取組み
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奈良県信用保証協会
マスコットキャラクター「ほしょまる」

これから創業される方、
創業して間もない方へ

①　ホームページの活用
協会に関する最新の情報をタイムリーに
ご紹介しています。

③　「信用保証ハンドブック」の作成
協会の概要、保証制度等を紹介しています。

②　保証四季報の発行
協会の統計資料やお知らせなどを掲載した保証四季報を四半期毎に発行しています。

④　「パンフレット」、「チラシ」の作成
協会業務の案内、経営支援、創業支援の広報用パンフレットを作成しています。

ホームページアドレス
http://www.nara-cgc.or.jp

３．広報活動の取組み
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当協会の主な取組み
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３．広報活動の取組み ⑤　広告の掲載
関係機関の機関誌などへ定期的に公告を掲載しています。

⑥　「マスコットキャラクター」及び「ノベルティーグッズ」の作成
　当協会のマスコットキャラクター「ほしょまる」を作成しました。
　協会の一員として、中小企業の皆さまを力強く応援していきます。
　又、蛍光ペン・エコバッグ・クリアファイルのノベルティー
グッズも作成しました。

⑦　ビジネスフェアへの出展
　当協会や信用保証制度をより多くの方に知っていただくため、関係機関が主催す
るビジネスフェアへ出展し、パンフレットや冊子等を配布してＰＲを行いました。

○ビジネスマッチなら「橿原ビジネス商談会」～地域の魅力発見フェア～
主催：橿原商工会議所、奈良県商工会連合会
平成28年10月26日（水）、27日（木） 橿原神宮崇敬会館・

神宮会館

○「くらし産業メッセ2016」～地域魅力再発見～
主催：くらし産業メッセ実行委員会・大和高田商工会議所
平成28年11月5日（土）、6日（日） 奈良県産業会館

○〈ナント〉「ものづくり元気企業マッチングフェア　2016」
　～探そう! あなたのベストパートナー !! ～

主催：南都銀行
平成28年12月8日（木） 
グランフロント大阪

○「かしば産業展」
主催：香芝産業展実行委員会
平成29年3月5日（日） 香芝市ふたかみ文化センター
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当協会の主な取組み

①第三者介入排除、反社会的勢力等の排除
（ⅰ）第三者介入を排除

公平・公正・平等な保証審査の確保に努めています。

（ⅱ）反社会的勢力等の排除
　当協会は従来から暴力団、暴力団員等の反社会的勢力の排除に取組んでおり、平
成23年10月には信用保証委託契約書の暴力団排除条項を改正し、排除の強化に努め
ています。
　また、啓もうするためのポスターを掲示し中小企業者や関係機関等に周知を図っ
ています。

（ⅲ）「暴力団等排除対策会議」の開催
　平成28年６月、奈良県警察本部と「第５回
奈良県信用保証協会暴力団等排除対策協議会」
を開催し、最近の暴力団情勢について講話を
いただくとともに、排除にむけて連携を強化
するため、意見交換を行いました。

②「意見交換会」の開催
　平成28年８月、県内の各市町村、奈良県及び保
証協会の担当者が参加して、地域の中小企業政策
や融資制度等について意見交換を行いました。

③「外部評価委員会」の開催
　協会運営の透明性を一層高めるために外部評価
委員会を設置し、中期事業計画及び年度経営計画
の実施状況について評価を受け、その結果はホー
ムページにおいて公表しています。

４．その他の取組み

・第三者が介在した保証申込は、一切受け付けいたしません。
・信用調査時には第三者の同席、交渉はお断りいたします。
・保証審査に関する第三者からの問合わせにはお答えできません。

④職員の人材育成
　当協会では、職員の人材育成を重点項目と掲げ、職員の知識、能力の向上を図る
ため、各種研修を実施しています。なお、平成28年度に実施した内部研修の主なも
のは次の通りです。
○「ビジネスマナ－の基本」
　「コミュニケ－ション研修」
○「コンプライアンス研修」
　「時効管理について」
○「中小企業再生支援協議会について」
○「税金の基礎知識と申告書の見方」
○「昨今の暴力団情勢」
○「メンタルヘルス」
○「保証協会に関係する判例について」
　「会社法のしくみについて」

⑤地域貢献
（ⅰ）献血

毎年、年２回、当協会の駐車場内で移動献血車により実施しています。
（ⅱ）清掃活動

例年９月のクリーンアップ奈良の清掃活動に参加しています。
また、毎月第１営業日に協会近辺の清掃活動を行っています。

（ⅲ）交通安全
奈良地区安全運転管理者協会が実施する『無事故・無違反チャレンジ200』に参加し、
業務時間だけではなく、安全運転を心掛けています。
○交通安全教室　講師：奈良県警察本部交通部交通企画課

講師：南都経済研究所

講師：弁護士

講師：奈良県中小企業再生支援協議会
講師：税理士法人　森田会計事務所
講師：奈良県警察本部刑事部組織犯罪対策第２課
講師：奈良産業保健総合支援センタ－
講師：弁護士資格を有する職員

献血 交通安全 清掃活動

メンタルヘルス 税金の基礎知識と申告書の見方 中小企業再生支援協議会について
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当協会の主な取組み
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ています。
　また、啓もうするためのポスターを掲示し中小企業者や関係機関等に周知を図っ
ています。

（ⅲ）「暴力団等排除対策会議」の開催
　平成28年６月、奈良県警察本部と「第５回
奈良県信用保証協会暴力団等排除対策協議会」
を開催し、最近の暴力団情勢について講話を
いただくとともに、排除にむけて連携を強化
するため、意見交換を行いました。

②「意見交換会」の開催
　平成28年８月、県内の各市町村、奈良県及び保
証協会の担当者が参加して、地域の中小企業政策
や融資制度等について意見交換を行いました。

③「外部評価委員会」の開催
　協会運営の透明性を一層高めるために外部評価
委員会を設置し、中期事業計画及び年度経営計画
の実施状況について評価を受け、その結果はホー
ムページにおいて公表しています。

４．その他の取組み

・第三者が介在した保証申込は、一切受け付けいたしません。
・信用調査時には第三者の同席、交渉はお断りいたします。
・保証審査に関する第三者からの問合わせにはお答えできません。

④職員の人材育成
　当協会では、職員の人材育成を重点項目と掲げ、職員の知識、能力の向上を図る
ため、各種研修を実施しています。なお、平成28年度に実施した内部研修の主なも
のは次の通りです。
○「ビジネスマナ－の基本」
　「コミュニケ－ション研修」
○「コンプライアンス研修」
　「時効管理について」
○「中小企業再生支援協議会について」
○「税金の基礎知識と申告書の見方」
○「昨今の暴力団情勢」
○「メンタルヘルス」
○「保証協会に関係する判例について」
　「会社法のしくみについて」

⑤地域貢献
（ⅰ）献血

毎年、年２回、当協会の駐車場内で移動献血車により実施しています。
（ⅱ）清掃活動

例年９月のクリーンアップ奈良の清掃活動に参加しています。
また、毎月第１営業日に協会近辺の清掃活動を行っています。

（ⅲ）交通安全
奈良地区安全運転管理者協会が実施する『無事故・無違反チャレンジ200』に参加し、
業務時間だけではなく、安全運転を心掛けています。
○交通安全教室　講師：奈良県警察本部交通部交通企画課

講師：南都経済研究所

講師：弁護士

講師：奈良県中小企業再生支援協議会
講師：税理士法人　森田会計事務所
講師：奈良県警察本部刑事部組織犯罪対策第２課
講師：奈良産業保健総合支援センタ－
講師：弁護士資格を有する職員

献血 交通安全 清掃活動

メンタルヘルス 税金の基礎知識と申告書の見方 中小企業再生支援協議会について
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信用保証の動向

主要項目の推移（直近10年間）

利用企業者数

保証承諾

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

15,794

15,028

14,544

14,296

14,019

13,699

13,355

13,162

12,858

12,349

9,258

10,287

8,512

8,220

6,513

6,112

5,757

6,260

6,175

5,782

113,679

168,993

129,096

114,360

88,836

77,544

68,797

67,641

77,421

74,716

30,647

28,758

27,901

27,446

27,285

26,768

26,028

26,100

24,997

23,408

267,370

303,680

311,790

305,627

290,673

271,647

253,446

242,382

233,661

224,328

8,395

12,152

9,568

6,935

6,653

5,573

3,742

3,588

2,669

2,852

2,627

2,496

2,644

1,943

2,028

1,709

1,680

1,623

1,221

1,128

847

1,017

828

604

514

430

332

342

258

285

年度 利用企業者数
保証承諾

件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

代位弁済
（元利計）

実際回収
（元金）保証債務残高

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（企業）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（百万円） （件数）

（単位：百万円）

0
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100,000

150,000

200,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
件数
金額

27年度 28年度

27年度 28年度

保証債務残高
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実際回収

（百万円） （件数）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

20,000

26,000

22,000

24,000

28,000

30,000

（百万円） （件数）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

200

400

600
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1,000

1,200

（百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0
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2,000

2,500
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3,500

件数
金額
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金額

27年度 28年度

27年度 28年度

27年度 28年度
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信用保証の動向

主要項目の推移（直近10年間）

利用企業者数

保証承諾

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

15,794

15,028

14,544

14,296

14,019

13,699

13,355

13,162

12,858

12,349

9,258

10,287

8,512

8,220

6,513

6,112

5,757

6,260

6,175

5,782

113,679

168,993

129,096

114,360

88,836

77,544

68,797

67,641

77,421

74,716

30,647

28,758

27,901

27,446

27,285

26,768

26,028

26,100

24,997

23,408

267,370

303,680

311,790

305,627

290,673

271,647

253,446

242,382

233,661

224,328

8,395

12,152

9,568

6,935

6,653

5,573

3,742

3,588

2,669

2,852

2,627

2,496

2,644

1,943

2,028

1,709

1,680

1,623

1,221

1,128

847

1,017

828

604

514

430

332

342

258

285

年度 利用企業者数
保証承諾

件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

代位弁済
（元利計）

実際回収
（元金）保証債務残高

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（企業）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（百万円） （件数）

（単位：百万円）
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0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

200

400

600

800

1,000
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信用保証の動向

都市銀行8.2%

都市銀行9.1%

地方銀行
61.5%

地方銀行
63.2%

第二地銀
2.0%

第二地銀
2.0%

信金・信組
27.9％

信金・信組
25.3％

政府系0.4％

政府系0.4％

都市銀行7.4%

地方銀行
74.2%

第二地銀
1.8%

信金・信組
15.9％

政府系0.7％

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

金融機関別保証状況（平成28年度）

保証承諾

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

220

3,109

84

2,356

13

5,782

6,100

45,929

1,524

20,849

315

74,716

114.1

93.3

78.6

100.6

158.0

96.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

1,214

14,052

390

7,673

79

23,408

20,309

141,795

4,486

56,827

912

224,328

92.5

94.6

98.2

101.2

83.2

96.0

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

22

186

5

70

2

285

210

2,116

51

453

22

2,852

191.4

112.0

164.9

71.0

―

106.9

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

業種別保証状況（平成28年度）

保証承諾

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

1,108
1,490
608
860
276
205
1,005
173
57

5,782

16,134
19,561
9,349
9,312
1,760
4,435
11,352
2,252
562

74,716

83.2
98.6
102.3
103.7
84.0
101.6
114.0
78.0
73.9
96.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

5,034
5,685
2,515
3,334
1,133
876
3,865
701
265

23,408

61,414
52,158
27,314
27,372
5,643
13,340
28,718
6,414
1,955

224,328

93.3
96.5
94.5
96.8
96.1
98.6
98.8
101.4
107.5
96.0

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

65
69
56
43
13
3
32
2
2

285

859
655
689
267
76
18
259
3
26

2,852

120.6
141.5
202.8
48.5
79.8
5.7

145.6
666.9
127.8
106.9

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

製造業
21.6%

建設業
26.2%

製造業
27.4%

製造業
30.1%

建設業
23.3%

建設業
23.0%

卸売業
12.5%

小売業
12.5%

卸売業
12.2%

卸売業
24.2%

小売業
12.2%

小売業
9.4%

サービス業
15.2%

サービス業
12.8%

飲食業
2.4%

運送・倉庫業
5.9%

不動産業3.0% その他0.8%

その他0.9%不動産業2.9%

その他0.9%

サービス業
9.1%

不動産業0.1%

飲食業
2.5%

運送・倉庫業
5.9%

飲食業
2.7%

運送・倉庫業
0.6%
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信用保証の動向

都市銀行8.2%

都市銀行9.1%

地方銀行
61.5%

地方銀行
63.2%

第二地銀
2.0%

第二地銀
2.0%

信金・信組
27.9％

信金・信組
25.3％

政府系0.4％

政府系0.4％

都市銀行7.4%

地方銀行
74.2%

第二地銀
1.8%

信金・信組
15.9％

政府系0.7％

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

金融機関別保証状況（平成28年度）

保証承諾

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

220

3,109

84

2,356

13

5,782

6,100

45,929

1,524

20,849

315

74,716

114.1

93.3

78.6

100.6

158.0

96.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

1,214

14,052

390

7,673

79

23,408

20,309

141,795

4,486

56,827

912

224,328

92.5

94.6

98.2

101.2

83.2

96.0

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

22

186

5

70

2

285

210

2,116

51

453

22

2,852

191.4

112.0

164.9

71.0

―

106.9

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

業種別保証状況（平成28年度）

保証承諾

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

1,108
1,490
608
860
276
205
1,005
173
57

5,782

16,134
19,561
9,349
9,312
1,760
4,435
11,352
2,252
562

74,716

83.2
98.6
102.3
103.7
84.0
101.6
114.0
78.0
73.9
96.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

5,034
5,685
2,515
3,334
1,133
876
3,865
701
265

23,408

61,414
52,158
27,314
27,372
5,643
13,340
28,718
6,414
1,955

224,328

93.3
96.5
94.5
96.8
96.1
98.6
98.8
101.4
107.5
96.0

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

65
69
56
43
13
3
32
2
2

285

859
655
689
267
76
18
259
3
26

2,852

120.6
141.5
202.8
48.5
79.8
5.7

145.6
666.9
127.8
106.9

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

製造業
21.6%

建設業
26.2%

製造業
27.4%

製造業
30.1%

建設業
23.3%

建設業
23.0%

卸売業
12.5%

小売業
12.5%

卸売業
12.2%

卸売業
24.2%

小売業
12.2%

小売業
9.4%

サービス業
15.2%

サービス業
12.8%

飲食業
2.4%

運送・倉庫業
5.9%

不動産業3.0% その他0.8%

その他0.9%不動産業2.9%

その他0.9%

サービス業
9.1%

不動産業0.1%

飲食業
2.5%

運送・倉庫業
5.9%

飲食業
2.7%

運送・倉庫業
0.6%
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平成28年度決算

収支計算書　平成28年4月1日～平成29年3月31日

科　目

経 常 支 出

業 務 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 支 出

求 償 権 償 却

譲 受 債 権 償 却

有 価 証 券 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

責 任 準 備 金 繰 入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

金　額

2,158 

991

0

1,166

0

0

716

4,064

2,522

0

0

9

1

1,348

179

4

△136

691

科　目

経 常 収 入

保 証 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 害 金

事 務 補 助 金

責 任 共 有 負 担 金

雑 収 入

経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

求償権償却準備金戻入

求 償 権 補 て ん 金 戻 入

補 助 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

金　額

2,875

2,274

1

325

0

20

10

226

15

3,928

110

1,409

175

2,232

0

0

110

345

345

支 出 の 部 収 入 の 部

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

経

　
　常

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　収

　
　入

経

　
　常

　
　収

　
　入

業 務 費
保 証 料

そ の 他

責任共有負担金

そ の 他

償却求償権
回収金

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入

制度改革促進
基金取崩額

求償権
補てん金戻入

預 け 金
利 息 等

借入金利息

信用保険料

信用保険料

そ の 他

求償権償却

責任準備金
繰入

求償権償却
準備金繰入

そ の 他

当期
収支差額

日本政策金融公庫へ支払った信
用保険料です。

保 証 料

保証をご利用の際に中小企業の
方から頂く保証料です。

預け金利息等

金融機関に預け入れた預金の受
取利息と有価証券等からの利息
配当金です。

責任共有負担金

金融機関との適切な責任共有を
図るため金融機関から負担金と
して交付を受けたものです。

償却求償権回収金

既に償却済みの求償権から回収
したものです。

求償権補てん金戻入

代位弁済により日本政策金融公
庫から受領した保険金と地方公
共団体から受領した損失補償金
から成っています。

制度改革促進基金取崩額

部分保証制度、責任共有制度負
担金方式により生じた求償権の
自己償却額の一部等を、制度改
革促進基金から取崩していま
す。

求償権償却

年度末において法的整理の結果
等、回収不能となって償却した
求償権や当年度受領した保険金
相当額等を計上しています。

責任準備金繰入

将来の不測の事態に備えて積み
立てる準備金で、一般企業の貸
倒引当金に相当するものです。
年度末の保証債務残高に対して
一定の割合で積み立てます。
（洗替え方式）

求償権償却準備金繰入

協会資産の健全性を保つために、
年度末求償権のうち回収困難な
額を見積もって一定の割合を積
み立てます。（洗替え方式）

当期収支差額

支　　出 収　　入

全額基本財産（収支差額変動準
備金を含め）に組入れ、当協会
が健全な経営を行い、公共的使
命を果たしていくうえで必要不
可欠な基本財産の充実を図りま
す。

収支計算書の用語説明
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平成28年度決算

収支計算書　平成28年4月1日～平成29年3月31日

科　目

経 常 支 出

業 務 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 支 出

求 償 権 償 却

譲 受 債 権 償 却

有 価 証 券 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

責 任 準 備 金 繰 入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

金　額

2,158 

991

0

1,166

0

0

716

4,064

2,522

0

0

9

1

1,348

179

4

△136

691

科　目

経 常 収 入

保 証 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 害 金

事 務 補 助 金

責 任 共 有 負 担 金

雑 収 入

経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

求償権償却準備金戻入

求 償 権 補 て ん 金 戻 入

補 助 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

金　額

2,875

2,274

1

325

0

20

10

226

15

3,928

110

1,409

175

2,232

0

0

110

345

345

支 出 の 部 収 入 の 部

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

経

　
　常

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　収

　
　入

経

　
　常

　
　収

　
　入

業 務 費
保 証 料

そ の 他

責任共有負担金

そ の 他

償却求償権
回収金

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入

制度改革促進
基金取崩額

求償権
補てん金戻入

預 け 金
利 息 等

借入金利息

信用保険料

信用保険料

そ の 他

求償権償却

責任準備金
繰入

求償権償却
準備金繰入

そ の 他

当期
収支差額

日本政策金融公庫へ支払った信
用保険料です。

保 証 料

保証をご利用の際に中小企業の
方から頂く保証料です。

預け金利息等

金融機関に預け入れた預金の受
取利息と有価証券等からの利息
配当金です。

責任共有負担金

金融機関との適切な責任共有を
図るため金融機関から負担金と
して交付を受けたものです。

償却求償権回収金

既に償却済みの求償権から回収
したものです。

求償権補てん金戻入

代位弁済により日本政策金融公
庫から受領した保険金と地方公
共団体から受領した損失補償金
から成っています。

制度改革促進基金取崩額

部分保証制度、責任共有制度負
担金方式により生じた求償権の
自己償却額の一部等を、制度改
革促進基金から取崩していま
す。

求償権償却

年度末において法的整理の結果
等、回収不能となって償却した
求償権や当年度受領した保険金
相当額等を計上しています。

責任準備金繰入

将来の不測の事態に備えて積み
立てる準備金で、一般企業の貸
倒引当金に相当するものです。
年度末の保証債務残高に対して
一定の割合で積み立てます。
（洗替え方式）

求償権償却準備金繰入

協会資産の健全性を保つために、
年度末求償権のうち回収困難な
額を見積もって一定の割合を積
み立てます。（洗替え方式）

当期収支差額

支　　出 収　　入

全額基本財産（収支差額変動準
備金を含め）に組入れ、当協会
が健全な経営を行い、公共的使
命を果たしていくうえで必要不
可欠な基本財産の充実を図りま
す。

収支計算書の用語説明
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平成28年度決算

貸借対照表　平成29年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,370
0

27,447
0

297
0

224,328
787
0

648

259,880

借　　方 貸　　方

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
基 本 財 産
基 金
基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収支差額変動準備金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計

金　額
19,155
3,980
15,174

95
8,216
1,348
179
823
16

224,328
0
0

5,717
259,880

財産目録　平成29年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,370
0

27,447
0

297
0

224,328
787
0

648
259,880

資　　産 負　　債

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計
正 味 資 産

金　額
1,348
179
823
16

224,328
0
0

5,717

232,413
27,467

基本財産

制度改革
促進基金

収支差額
変動準備金

責任準備金

求償権償却
準備金

退職給与
引当金

求償権
補てん金

未経過
保証料

未払
保険料

そ の 他

借入金

現金・預け金

現　金
預け金

有価証券

不動産等

求償権

その他

未経過
保険料

預け金は、代位弁済資金・経費
支払のため、金融機関へ預け入
れしています。

基本財産

会社の資本金に相当するもので
す。地方公共団体や金融機関か
ら拠出された「基金」と過去の
収支差額の累計「基金準備金」
で構成されています。

制度改革促進基金

国の施策の導入・促進、中小企
業の事業資金を円滑にするた
め、協会の経営基盤を強化する
目的で国より拠出されたもので
す。

収支差額変動準備金

収支差額に欠損が生じた場合
や、急激な保証の増大により基
本財産の増強が必要となった場
合に備えて、協会経営の安定の
ために積み立てておくもので
す。

未経過保証料

受入保証料のうち翌事業年度以
降にかかる部分を計上します。

有価証券

安全有利な資金運用を行うため、
国債・社債・地方債を保有いた
します。

求償権

金融機関に代位弁済し、取得し
た債権が求償権ですが、経理上
の求償権は代位弁済した金額か
ら回収金、保険金、損失補償金
および自己償却分を控除した額
です。

未経過保険料

日本政策金融公庫に支払った保
険料のうち、翌事業年度にかか
る部分を計上しています。

借　　方 貸　　方

貸借対照表の用語説明
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平成28年度決算

貸借対照表　平成29年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,370
0

27,447
0

297
0

224,328
787
0

648

259,880

借　　方 貸　　方

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
基 本 財 産
基 金
基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収支差額変動準備金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計

金　額
19,155
3,980
15,174

95
8,216
1,348
179
823
16

224,328
0
0

5,717
259,880

財産目録　平成29年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,370
0

27,447
0

297
0

224,328
787
0

648
259,880

資　　産 負　　債

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計
正 味 資 産

金　額
1,348
179
823
16

224,328
0
0

5,717

232,413
27,467

基本財産

制度改革
促進基金

収支差額
変動準備金

責任準備金

求償権償却
準備金

退職給与
引当金

求償権
補てん金

未経過
保証料

未払
保険料

そ の 他

借入金

現金・預け金

現　金
預け金

有価証券

不動産等

求償権

その他

未経過
保険料

預け金は、代位弁済資金・経費
支払のため、金融機関へ預け入
れしています。

基本財産

会社の資本金に相当するもので
す。地方公共団体や金融機関か
ら拠出された「基金」と過去の
収支差額の累計「基金準備金」
で構成されています。

制度改革促進基金

国の施策の導入・促進、中小企
業の事業資金を円滑にするた
め、協会の経営基盤を強化する
目的で国より拠出されたもので
す。

収支差額変動準備金

収支差額に欠損が生じた場合
や、急激な保証の増大により基
本財産の増強が必要となった場
合に備えて、協会経営の安定の
ために積み立てておくもので
す。

未経過保証料

受入保証料のうち翌事業年度以
降にかかる部分を計上します。

有価証券

安全有利な資金運用を行うため、
国債・社債・地方債を保有いた
します。

求償権

金融機関に代位弁済し、取得し
た債権が求償権ですが、経理上
の求償権は代位弁済した金額か
ら回収金、保険金、損失補償金
および自己償却分を控除した額
です。

未経過保険料

日本政策金融公庫に支払った保
険料のうち、翌事業年度にかか
る部分を計上しています。

借　　方 貸　　方

貸借対照表の用語説明
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信用保証業務の概要

１．信用保証をご利用いただける方
企業規模　法人の場合

資本金や従業員のうち、いずれか一方が下記の条件に該当していればご利用いた
だけます。
個人事業主の場合
常時使用する従業員が下記の条件に該当していればご利用いただけます。

１　家族従業員、臨時の使用人、会社の役員は従業員に含みません。
２　組合の場合は当該組合が保証対象事業を営むこと、又はその構成員の2/3以上が保証対象事業を営
んでいれば申込み可能です。

３　資本金が上表の要件を超えている法人で、かつ、従業員が９割を超えている場合（《例》製造業に
おいては271人）は別途従業員確認資料（※）が必要となります。
※従業員は、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」により確認を行います。
ただしこれにより難い場合は、「賃金台帳」「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届総
括票」（提出先：日本年金機構事務センター）、「法人の事業概況説明書」（提出先：税務署）等の公
的機関に提出する書類で確認します。

４　医療法人等とは医療法人及び医業を主たる事業とする社会福祉法人、一般財団法人又は一般社団法
人をいいます。

５　有限責任事業組合（ＬＬＰ）、宗教法人及び学校法人は保証の対象にはなりません。
６　平成27年10月１日から特定事業を行う中小規模のNPO法人が、信用保証制度を活用した融資を利用
できるようになりました。

営業経歴　現に事業を営んでいる中小企業者であればご利用いただけます（但し制度により営
業経歴を定めているものもあります）。

営業住所　個人事業主の場合
奈良県内に住所又は事業所等がある場合は保証の対象となります。
法人の場合
奈良県内に本店または事業所を有する方が対象です。
本店の所在地や支店登記の有無にかかわらず、奈良県内において事業を行ってい
る方を対象とし、法人の本店が単なる登記上の住所地のみで、事業の実態がない
場合は保証の対象となりません。

製造業等（建設業・運輸業含む） 3億円以下

3億円以下

医療法人等

卸売業

小売業

旅館業

ゴム製品製造業

ソフトウエア業又は情報処理サービス業 3億円以下

自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに
工業用ベルト製造業を除く

サービス業

－

1億円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

300人以下

資　本　金業　　　　　　　　種 従業員数

900人以下

300人以下

300人以下

100人以下

50人以下

200人以下

100人以下

業種　ほとんどの業種が対象になりますが、一部ご利用いただけない業種があります。

許認可　許認可等が必要な業種を営む方は、その許認可を受けていることが要件となります。

資金使途　事業経営に必要な運転資金と設備資金を対象にしています。生活資金、住宅資金、
投機資金などは対象となりません。

・法令に違反し、または著しく公序良俗に反すると認められる場合

・税金、社会保険料を滞納し、完納の見通しが立たない場合

・信用保証協会（他協会を含む）の代位弁済に対する債務の履行が終わっていない場合（※）
・銀行取引停止中（第一回目の不渡発生後６か月以内を含む）の場合

・保証協会の保証付債権、または金融機関のプロパー債権について延滞等の債務不履行がある場合

・破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理等の法的手続中のもの（※）
・休眠会社

・信用保証委託契約書の「反社会的勢力の排除」の条項に該当する場合

・その他、信用保証協会が不適当と認めた場合

※再生支援案件として当協会が認めた場合については取扱いが可能です。

次に該当する場合は、信用保証を利用することができません。

農　業

非 対 象 業 種 具 体 的 な 業 種 事 例
果樹栽培、きのこ製造（菌床栽培方式で工場的生産設備を有する
場合は除く）、養鶏、養豚、養蜂、ブリーダー（犬の飼育業）など

風俗関連営業、パチンコホール、ストリップ劇場、競輪・競馬予
想業、場外馬券売場、相場案内業　など

育林、育林請負業等（素材生産および素材生産サービス業を除く）

全業種

宗教団体、政治・経済・文化団体　など

公共料金に関する集金・取立業を除く

食事の提供を目的としないキャバレー、ナイトクラブなど

特殊浴場業のうち、風俗営業関連

林　業

漁　業

飲食業

浴場業

娯楽業

風営法第２条第６項第４号に規定する店舗型性風俗特殊営業
（ラブホテル、モーテルなど）宿泊業

宗教・その他

集金・取立業

◆酪農（生乳生産）・養豚・養鶏・肉牛肥育・しいたけ栽培・きのこ類栽培・金魚養殖・淡水魚養殖業
については、当協会では特別に保証対象としています。この場合は１企業者2,000万円を保証限度とし、
担保の設定を原則とします。なお、取扱金融機関は、無保険保証取扱に係る「契約書」を締結してい
る金融機関が対象となります。
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信用保証業務の概要

１．信用保証をご利用いただける方
企業規模　法人の場合

資本金や従業員のうち、いずれか一方が下記の条件に該当していればご利用いた
だけます。
個人事業主の場合
常時使用する従業員が下記の条件に該当していればご利用いただけます。

１　家族従業員、臨時の使用人、会社の役員は従業員に含みません。
２　組合の場合は当該組合が保証対象事業を営むこと、又はその構成員の2/3以上が保証対象事業を営
んでいれば申込み可能です。

３　資本金が上表の要件を超えている法人で、かつ、従業員が９割を超えている場合（《例》製造業に
おいては271人）は別途従業員確認資料（※）が必要となります。
※従業員は、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」により確認を行います。
ただしこれにより難い場合は、「賃金台帳」「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届総
括票」（提出先：日本年金機構事務センター）、「法人の事業概況説明書」（提出先：税務署）等の公
的機関に提出する書類で確認します。

４　医療法人等とは医療法人及び医業を主たる事業とする社会福祉法人、一般財団法人又は一般社団法
人をいいます。

５　有限責任事業組合（ＬＬＰ）、宗教法人及び学校法人は保証の対象にはなりません。
６　平成27年10月１日から特定事業を行う中小規模のNPO法人が、信用保証制度を活用した融資を利用
できるようになりました。

営業経歴　現に事業を営んでいる中小企業者であればご利用いただけます（但し制度により営
業経歴を定めているものもあります）。

営業住所　個人事業主の場合
奈良県内に住所又は事業所等がある場合は保証の対象となります。
法人の場合
奈良県内に本店または事業所を有する方が対象です。
本店の所在地や支店登記の有無にかかわらず、奈良県内において事業を行ってい
る方を対象とし、法人の本店が単なる登記上の住所地のみで、事業の実態がない
場合は保証の対象となりません。

製造業等（建設業・運輸業含む） 3億円以下

3億円以下

医療法人等

卸売業

小売業

旅館業

ゴム製品製造業

ソフトウエア業又は情報処理サービス業 3億円以下

自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに
工業用ベルト製造業を除く

サービス業

－

1億円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

300人以下

資　本　金業　　　　　　　　種 従業員数

900人以下

300人以下

300人以下

100人以下

50人以下

200人以下

100人以下

業種　ほとんどの業種が対象になりますが、一部ご利用いただけない業種があります。

許認可　許認可等が必要な業種を営む方は、その許認可を受けていることが要件となります。

資金使途　事業経営に必要な運転資金と設備資金を対象にしています。生活資金、住宅資金、
投機資金などは対象となりません。

・法令に違反し、または著しく公序良俗に反すると認められる場合

・税金、社会保険料を滞納し、完納の見通しが立たない場合

・信用保証協会（他協会を含む）の代位弁済に対する債務の履行が終わっていない場合（※）
・銀行取引停止中（第一回目の不渡発生後６か月以内を含む）の場合

・保証協会の保証付債権、または金融機関のプロパー債権について延滞等の債務不履行がある場合

・破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理等の法的手続中のもの（※）
・休眠会社

・信用保証委託契約書の「反社会的勢力の排除」の条項に該当する場合

・その他、信用保証協会が不適当と認めた場合

※再生支援案件として当協会が認めた場合については取扱いが可能です。

次に該当する場合は、信用保証を利用することができません。

農　業

非 対 象 業 種 具 体 的 な 業 種 事 例
果樹栽培、きのこ製造（菌床栽培方式で工場的生産設備を有する
場合は除く）、養鶏、養豚、養蜂、ブリーダー（犬の飼育業）など

風俗関連営業、パチンコホール、ストリップ劇場、競輪・競馬予
想業、場外馬券売場、相場案内業　など

育林、育林請負業等（素材生産および素材生産サービス業を除く）

全業種

宗教団体、政治・経済・文化団体　など

公共料金に関する集金・取立業を除く

食事の提供を目的としないキャバレー、ナイトクラブなど

特殊浴場業のうち、風俗営業関連

林　業

漁　業

飲食業

浴場業

娯楽業

風営法第２条第６項第４号に規定する店舗型性風俗特殊営業
（ラブホテル、モーテルなど）宿泊業

宗教・その他

集金・取立業

◆酪農（生乳生産）・養豚・養鶏・肉牛肥育・しいたけ栽培・きのこ類栽培・金魚養殖・淡水魚養殖業
については、当協会では特別に保証対象としています。この場合は１企業者2,000万円を保証限度とし、
担保の設定を原則とします。なお、取扱金融機関は、無保険保証取扱に係る「契約書」を締結してい
る金融機関が対象となります。
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信用保証業務の概要

２．信用保証料率について
　信用保証料は、信用保証協会と中小企業者との信用保証委託契約に基づき、信用保証協会
の保証をご利用いただく対価としてお支払いいただくもので、信用保証協会は、日本政策金
融公庫に支払う信用保険料のほか、信用保証制度を運営する上で必要な費用に充当するもの
です。
　信用保証料は、原則、融資実行時に全額を一括でお支払いいただきます。
　但し、保証期限前に繰上償還により借入金を完済された場合など、当協会の規程により信
用保証料の一部を返戻することがあります。

保証料率の決まり方
　平成18年４月より、それまで原則として一律であった保証料率を、中小企業者の方の経営
状況に応じて９段階の料率体系としております。
　保証料率については、お客様の財務諸表（貸借対照表、損益計算書）の情報を「中小企業
信用リスク情報データベース（略称：ＣＲＤ）」により評価し、その他外部要件を加味したう
えで総合的に決定いたします。
　

中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）とは
　平成13年３月、中小企業庁の発案により、中小企業金融の円滑化を支援することを目的に創設
された中小企業に関する日本最大のデータベースで、全国51の信用保証協会をはじめ、金融機関
など約180の機関が会員となっております。
　ＣＲＤには、日本全国の300万社以上の中小企業の財務データが保有されております。このデ
ータに基づき、皆さまの企業の信用リスクが計算されます。

○　保証料割引制度について
〈有担保割引〉　　　　不動産担保の提供がある場合、一部の制度を除き0.1％（制度により0.02％）

の割引を行います。
〈中小企業会計割引〉　「中小企業の会計に関する基本要領」に基づく信用保証料割引については、

平成29年3月31日保証申込受付分をもって終了しました。なお、会計参与
設置会社に対しては、引き続き0.1%の割引を行います。

○　保証料弾力化の対象となる場合の基本的な保証料率です。
○　地方公共団体の制度保証、小口零細企業保証制度等については、保証料率が異なります。
○　平成19年10月より導入された責任共有制度により、表示方法を「保証金額の○○％」から「融資
　金額に対して○○％」へ変更しております。

1
1.90
1.62
2.20

2
1.75
1.49
2.00

3
1.55
1.32
1.80

4
1.35
1.15
1.60

5
1.15
0.98
1.35

6
1.00
0.85
1.10

7
0.80
0.68
0.90

8
0.60
0.51
0.70

9
0.45
0.39
0.50

責任共有基本保証
責任共有特殊保証
責任共有外基本保証
※特殊保証とは、当座貸越・事業者カードローン・手形割引根保証のことです。

保証料率

３．責任共有制度について
　信用保証協会の保証付融資について、信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図り、両
者が連携して、中小企業の皆さまの事業意欲等を継続的に把握し、融資実行およびその後にお
ける経営支援や再生支援といった中小企業の皆さまに対する適切な支援を行うこと等を目的
に、 「責任共有制度」 が平成19年10月より導入されております。
　従来は、お客様の借入金額に対して信用保証協会が100％保証を行っておりましたが、制度
導入後は、一部の保証制度を除いて80％保証となります。
　部分保証方式は、個別貸付金の80％（一部の保証を除く）を信用保証協会が保証し、負担金
方式は、保証時点では100％保証ですが、代位弁済状況に応じて、金融機関は信用保証協会に
対し負担金を支払うことにより、部分保証と同等の負担を負うこととなっています。
　なお、中小企業特定社債保証制度、流動資産担保融資保証制度は、金融機関の選択方式に係
わらず部分保証となっています。

原則すべての保証が責任共有の対象となりますが、一部例外的に除外される制度があります。
具体的には次の保証制度が責任共有制度の対象外となっています。

１）経営安定関連保証（県セーフティネット保証）１号～６号
２）災害関連保証
３）創業関連保証（支援創業関連保証及び再挑戦支援保証を含む）、創業等関連保証
４）特別小口保険に係る保証
５）事業再生保証
６）小口零細企業保証
７）求償権消滅保証
８）中堅企業特別保証
９）東日本大震災復興緊急保証
10）経営力強化保証制度（県経営改善支援資金）※

11）事業再生計画実施関連保証制度（県再生支援融資保証）※※

※　「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「経営力強化保証制度」で借り換える場合で
あって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

※※「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「事業再生実施関連保証制度」で借り換える
場合であって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

部分保証方式

80%保証部分
20%
非保証
部分

保証時点

代位弁済時点

20%
金融機関
負担部分

80%
信用保証協会の代位弁済部分

80%部分については、信用保証協会が代位弁済を
行いますが、残りの20%については、金融機関の
負担となります。

負担金方式

100%保証部分

保証時点

代位弁済時点

20%
負担金

100%
信用保証協会の代位弁済部分

100%信用保証協会が代位弁済を行いますが、信
用保証協会は金融機関から約20%の負担金支払い
を受けます。なお、そのうちの一定割合を日本政
策金融公庫に納付します。
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２．信用保証料率について
　信用保証料は、信用保証協会と中小企業者との信用保証委託契約に基づき、信用保証協会
の保証をご利用いただく対価としてお支払いいただくもので、信用保証協会は、日本政策金
融公庫に支払う信用保険料のほか、信用保証制度を運営する上で必要な費用に充当するもの
です。
　信用保証料は、原則、融資実行時に全額を一括でお支払いいただきます。
　但し、保証期限前に繰上償還により借入金を完済された場合など、当協会の規程により信
用保証料の一部を返戻することがあります。

保証料率の決まり方
　平成18年４月より、それまで原則として一律であった保証料率を、中小企業者の方の経営
状況に応じて９段階の料率体系としております。
　保証料率については、お客様の財務諸表（貸借対照表、損益計算書）の情報を「中小企業
信用リスク情報データベース（略称：ＣＲＤ）」により評価し、その他外部要件を加味したう
えで総合的に決定いたします。
　

中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）とは
　平成13年３月、中小企業庁の発案により、中小企業金融の円滑化を支援することを目的に創設
された中小企業に関する日本最大のデータベースで、全国51の信用保証協会をはじめ、金融機関
など約180の機関が会員となっております。
　ＣＲＤには、日本全国の300万社以上の中小企業の財務データが保有されております。このデ
ータに基づき、皆さまの企業の信用リスクが計算されます。

○　保証料割引制度について
〈有担保割引〉　　　　不動産担保の提供がある場合、一部の制度を除き0.1％（制度により0.02％）

の割引を行います。
〈中小企業会計割引〉　「中小企業の会計に関する基本要領」に基づく信用保証料割引については、

平成29年3月31日保証申込受付分をもって終了しました。なお、会計参与
設置会社に対しては、引き続き0.1%の割引を行います。

○　保証料弾力化の対象となる場合の基本的な保証料率です。
○　地方公共団体の制度保証、小口零細企業保証制度等については、保証料率が異なります。
○　平成19年10月より導入された責任共有制度により、表示方法を「保証金額の○○％」から「融資
　金額に対して○○％」へ変更しております。

1
1.90
1.62
2.20

2
1.75
1.49
2.00

3
1.55
1.32
1.80

4
1.35
1.15
1.60

5
1.15
0.98
1.35

6
1.00
0.85
1.10

7
0.80
0.68
0.90

8
0.60
0.51
0.70

9
0.45
0.39
0.50

責任共有基本保証
責任共有特殊保証
責任共有外基本保証
※特殊保証とは、当座貸越・事業者カードローン・手形割引根保証のことです。

保証料率

３．責任共有制度について
　信用保証協会の保証付融資について、信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図り、両
者が連携して、中小企業の皆さまの事業意欲等を継続的に把握し、融資実行およびその後にお
ける経営支援や再生支援といった中小企業の皆さまに対する適切な支援を行うこと等を目的
に、 「責任共有制度」 が平成19年10月より導入されております。
　従来は、お客様の借入金額に対して信用保証協会が100％保証を行っておりましたが、制度
導入後は、一部の保証制度を除いて80％保証となります。
　部分保証方式は、個別貸付金の80％（一部の保証を除く）を信用保証協会が保証し、負担金
方式は、保証時点では100％保証ですが、代位弁済状況に応じて、金融機関は信用保証協会に
対し負担金を支払うことにより、部分保証と同等の負担を負うこととなっています。
　なお、中小企業特定社債保証制度、流動資産担保融資保証制度は、金融機関の選択方式に係
わらず部分保証となっています。

原則すべての保証が責任共有の対象となりますが、一部例外的に除外される制度があります。
具体的には次の保証制度が責任共有制度の対象外となっています。

１）経営安定関連保証（県セーフティネット保証）１号～６号
２）災害関連保証
３）創業関連保証（支援創業関連保証及び再挑戦支援保証を含む）、創業等関連保証
４）特別小口保険に係る保証
５）事業再生保証
６）小口零細企業保証
７）求償権消滅保証
８）中堅企業特別保証
９）東日本大震災復興緊急保証
10）経営力強化保証制度（県経営改善支援資金）※

11）事業再生計画実施関連保証制度（県再生支援融資保証）※※

※　「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「経営力強化保証制度」で借り換える場合で
あって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

※※「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「事業再生実施関連保証制度」で借り換える
場合であって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

部分保証方式

80%保証部分
20%
非保証
部分

保証時点

代位弁済時点

20%
金融機関
負担部分

80%
信用保証協会の代位弁済部分

80%部分については、信用保証協会が代位弁済を
行いますが、残りの20%については、金融機関の
負担となります。

負担金方式

100%保証部分

保証時点

代位弁済時点

20%
負担金

100%
信用保証協会の代位弁済部分

100%信用保証協会が代位弁済を行いますが、信
用保証協会は金融機関から約20%の負担金支払い
を受けます。なお、そのうちの一定割合を日本政
策金融公庫に納付します。
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信用保証業務の概要

４．主な保証制度（平成29年7月1日現在）

一般保証

夏季特別・年末特別
夏季特別保証一括・年末特別保証一括
長期経営資金保証

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

創業等関連保証 
創業関連保証

特定社債保証

経営力強化保証

改善サポ－ト（事業再生計画実施関連保証）

条件変更改善型借換保証

フレッシュ15

無担保パワフル

デラックス100

タイアップ50

アドバンス当座貸越
当座貸越根保証リトルカ－ド

集約ロ－ン20

通常の保証制度

夏季・年末の資金が必要な方

大口で長期的な資金が必要な方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

新規開業、分社化で資金が必要な方

社債（私募債）の発行により資金調達をお考えの方

産業競争力強化法に規定する設定支援機関の連携で経営の再建を図る方

既往保証で条件変更による返済緩和を行っているものの、自ら事業計画を
策定して借換による金融の正常化を図る方
保証債務残高や求償権残高がない方
企業格付けをもとに、当協会の定めた審査基準に該当し、取扱金融機関に
おいて償還能力があると認めた法人
経営に必要な資金を安定的に供給し、事業振興に寄与していきたい法人

協会と金融機関が協調し、資金繰りの安定と発展をサポ－トしていきたい法人

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい方
経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい小規模事業者の方
超長期の分割返済により、既往借入金の借換及び新たな事業資金を供給
することで資金繰りの円滑化を図る方

事業資金を必要とする方

小規模事業者で事業資金を必要とする方

地域産業事業者で事業資金を必要とする方

新たな事業の展開や設備導入等をお考えの方

新規開業、分社化で資金が必要な方

工場等の新増設、事業の高度化を実施する方
（企業立地促進法に基づき、知事の承認要）
再生可能エネルギ－を活用する施設等や省エネルギ－に資する設備等を
導入する方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の連携で経営の再建を図る方

経営強化資金

小規模企業者支援資金

地域産業振興資金

チャレンジ応援資金

認定枠（奈良の木枠含）

小規模企業枠

創業支援資金（一般）
離職者等企業促進支援

創業支援資金（分社化） 
離職者等企業促進支援
認定枠
南部・東部枠

女性・若者・シニア・UIJタ－ン支援資金 

企業立地促進資金

新エネルギ－等対策資金

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

県改善サポ－ト（再生支援融資保証） 

保証制度名

協

　会

　制

　度

奈

　良

　県

　制

　度

制度の特徴

※上記以外にも、各市町村の融資制度があります。
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信用保証業務の概要

４．主な保証制度（平成29年7月1日現在）

一般保証

夏季特別・年末特別
夏季特別保証一括・年末特別保証一括
長期経営資金保証

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

創業等関連保証 
創業関連保証

特定社債保証

経営力強化保証

改善サポ－ト（事業再生計画実施関連保証）

条件変更改善型借換保証

フレッシュ15

無担保パワフル

デラックス100

タイアップ50

アドバンス当座貸越
当座貸越根保証リトルカ－ド

集約ロ－ン20

通常の保証制度

夏季・年末の資金が必要な方

大口で長期的な資金が必要な方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

新規開業、分社化で資金が必要な方

社債（私募債）の発行により資金調達をお考えの方

産業競争力強化法に規定する設定支援機関の連携で経営の再建を図る方

既往保証で条件変更による返済緩和を行っているものの、自ら事業計画を
策定して借換による金融の正常化を図る方
保証債務残高や求償権残高がない方
企業格付けをもとに、当協会の定めた審査基準に該当し、取扱金融機関に
おいて償還能力があると認めた法人
経営に必要な資金を安定的に供給し、事業振興に寄与していきたい法人

協会と金融機関が協調し、資金繰りの安定と発展をサポ－トしていきたい法人

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい方
経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい小規模事業者の方
超長期の分割返済により、既往借入金の借換及び新たな事業資金を供給
することで資金繰りの円滑化を図る方

事業資金を必要とする方

小規模事業者で事業資金を必要とする方

地域産業事業者で事業資金を必要とする方

新たな事業の展開や設備導入等をお考えの方

新規開業、分社化で資金が必要な方

工場等の新増設、事業の高度化を実施する方
（企業立地促進法に基づき、知事の承認要）
再生可能エネルギ－を活用する施設等や省エネルギ－に資する設備等を
導入する方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の連携で経営の再建を図る方

経営強化資金

小規模企業者支援資金

地域産業振興資金

チャレンジ応援資金

認定枠（奈良の木枠含）

小規模企業枠

創業支援資金（一般）
離職者等企業促進支援

創業支援資金（分社化） 
離職者等企業促進支援
認定枠
南部・東部枠

女性・若者・シニア・UIJタ－ン支援資金 

企業立地促進資金

新エネルギ－等対策資金

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

県改善サポ－ト（再生支援融資保証） 

保証制度名

協

　会

　制

　度

奈

　良

　県

　制

　度

制度の特徴

※上記以外にも、各市町村の融資制度があります。

２億８，０００万円

１，５００万円
１，０００万円

２億円

２億８，０００万円

１，５００万円
１，０００万円

５億６，０００万円

２億８，０００万円

２億８，０００万円

２億８，０００万円

２，０００万円

２億８，０００万円

1,000万円～１億円

２億８，０００万円

２億円

５００万円

２億８，０００万円

５，０００万円

１，２５０万円

５，０００万円

運転・設備

運転
運転

運転・設備

運転・設備

運転・設備
運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・運転設備

運転・設備

運転

運転
運転・設備
運転設備

運転・設備
運転設備

運転・設備

運転・設備

運転

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

設備

運転

運転・設備

運転：10年以内
設備：15年以内
５年以内
１年以内
20年以内

10年以内

10年以内
10年以内

２年以上７年以内

運転：５年（借換10年）
設備：７年
15年以内

15年以内

７年以内

10年以内

３年以内

10年以内

運転：７年以内
設備：10年以内
運設：７年以内

1年以内または2年以内

２年以内

20年以内

７年以内

７年以内

７年以内

７年以内

運転：７年以内
設備：15年以内

15年以内

７年以内

15年以内

0.45%～1.90％
手割：0.39％～1.62％

0.35％～1.80％

0.45%～1.90％
1～6号：0.90％
7～8号：0.80％
1.00%
1.00%
0.45％～1.90％
（平成30年3月30日当協
会受付分まで20％割引）
0.45％～1.75％
（借換0.50％～2.00％）
0.80％（借換1.00％）

0.45％～1.90％

0.30％～1.75％

0.45％～1.35％

0.35％～1.05％
0.35％～1.25％
（新規先0.25～1.15％）
0.39％～0.68％

0.39％～1.62％

0.45％～1.90％

0.45％～1.56％

0.33％～1.69％

0.00％～1.20％

0.80%
0.00%

0.00%

0.00%

0.80%

0.00%

0.20％～1.31％

所定枠：金融機関所定
固定枠：2.075％
所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775
所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775

所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775

金融機関所定利率

金融機関所定利率

金融機関所定利率

1.975％

所定枠：金融機関所定
固定枠：5年以内　1.775％

5年超　　1.975％

1.575％

0.00%

0.00%

0.00％～0.96％

1～6号：0.70％
7～8号：0.63％

0.60％（借換0.80％）

２億８，０００万円

５，０００万円

１，０００万円

１，５００万円

金融機関所定利率

２億８，０００万円

２億８，０００万円

５，０００万円

５，０００万円

（運転は８，０００万円）

（運転は設備資金の1/3以下）

保証限度額 資金使途 保証期間 保証料率（年率） 借入利率（年率）

運転は８，０００万円以下
かつ設備資金の１/３以下（ ）
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役員名簿

平成29年７月26日現在

会　　長

専務理事

常務理事

常勤理事

理　　事

同

同

同

同

同

りそな銀行　執行役員
　大阪地域・南ブロック担当
　兼　奈良地域担当
　兼　和歌山支店担当

奈良県中小企業団体中央会　会長

奈良県産業・雇用振興部　部長

三菱東京ＵＦＪ銀行　奈良支社長兼支店長

奈良県銀行協会　会長

奈良県商工会議所連合会　常任幹事

商工組合中央金庫　奈良支店長

弁護士

公認会計士

同

同

同

同

同

同

常勤監事

監　　事

監　　事

松　谷　幸　和

坂　本　精　章

杉　村　和　彦

前　田　　　伸

上　田　　　清

植　野　康　夫

川　井　喜　樹

郡　山　　　尚

嶋　本　義　隆

高　田　知　彦

出　口　武　男

中　川　裕　介

萩　本　敦　士

橋　本　隆　史

峯　川　郁　朗

山　﨑　久　義

船　戸　伸　晃

川　﨑　祥　記

森　田　洋　平

茶　谷　　　健

奈良県市長会　代表（大和郡山市長）

南都銀行　取締役会長

奈良信用金庫　理事長

大和信用金庫　会長

奈良県商工会連合会　専務理事

奈良中央信用金庫　理事長

常　勤

常　勤

常　勤

常　勤

非常勤

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常　勤

非常勤

非常勤

同同

役　名 氏　　名 備　　　　考

組織機構図

平成29年4月1日現在

会　長

総務部

企画部

業務部

管理部

高田支店

管理課

期中管理課

業務課

総務課

企画情報課

経営支援課

専務理事

常務理事

常勤理事

常勤監事

特別参与

保証制度の創設、広報、各種統計、金融機
関・地公体との約定書・契約書の締結、電
算システム関係、償還報告、貸付実行報告
等

経営支援、再生支援、創業に関する相談・
保証申込・保証条件変更　等

事故報告、保証条件変更申込、代位弁済事
前協議、代位弁済請求、代位弁済実行　等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行、事故報告
等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行　等

求償権の回収、訴訟　等

コンプライアンスの統括、主務官庁等の検
査・調査・監査、内部検査　等

検査室

経理、人事、研修、信用保証料　等
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役員名簿

平成29年７月26日現在

会　　長

専務理事

常務理事

常勤理事

理　　事

同

同

同

同

同

りそな銀行　執行役員
　大阪地域・南ブロック担当
　兼　奈良地域担当
　兼　和歌山支店担当

奈良県中小企業団体中央会　会長

奈良県産業・雇用振興部　部長

三菱東京ＵＦＪ銀行　奈良支社長兼支店長

奈良県銀行協会　会長

奈良県商工会議所連合会　常任幹事

商工組合中央金庫　奈良支店長

弁護士

公認会計士

同

同

同

同

同

同

常勤監事

監　　事

監　　事

松　谷　幸　和

坂　本　精　章

杉　村　和　彦

前　田　　　伸

上　田　　　清

植　野　康　夫

川　井　喜　樹

郡　山　　　尚

嶋　本　義　隆

高　田　知　彦

出　口　武　男

中　川　裕　介

萩　本　敦　士

橋　本　隆　史

峯　川　郁　朗

山　﨑　久　義

船　戸　伸　晃

川　﨑　祥　記

森　田　洋　平

茶　谷　　　健

奈良県市長会　代表（大和郡山市長）

南都銀行　取締役会長

奈良信用金庫　理事長

大和信用金庫　会長

奈良県商工会連合会　専務理事

奈良中央信用金庫　理事長

常　勤

常　勤

常　勤

常　勤

非常勤

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常　勤

非常勤

非常勤

同同

役　名 氏　　名 備　　　　考

組織機構図

平成29年4月1日現在

会　長

総務部

企画部

業務部

管理部

高田支店

管理課

期中管理課

業務課

総務課

企画情報課

経営支援課

専務理事

常務理事

常勤理事

常勤監事

特別参与

保証制度の創設、広報、各種統計、金融機
関・地公体との約定書・契約書の締結、電
算システム関係、償還報告、貸付実行報告
等

経営支援、再生支援、創業に関する相談・
保証申込・保証条件変更　等

事故報告、保証条件変更申込、代位弁済事
前協議、代位弁済請求、代位弁済実行　等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行、事故報告
等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行　等

求償権の回収、訴訟　等

コンプライアンスの統括、主務官庁等の検
査・調査・監査、内部検査　等

検査室

経理、人事、研修、信用保証料　等
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担当地域と事務所のご案内

担当地域
・本店　業務課…………下図参照
・本店　経営支援課……奈良県全域

・高田支店………………下図参照

奈良市 山添村

宇陀市
曽爾村

御杖村

東吉野村

生駒市

平群町 大和郡山市

天理市

桜井市

吉野町

三郷町

王寺町

香芝市

斑
鳩
町 安堵町

大淀町

下市町

五條市

御所市 高取町

明日香村

橿原市

大
和
高
田
市葛城市

黒滝村

上北山村

広陵町

上
牧
町 田原本町

三宅町

川西町
河合町

野迫川村

十津川村

下北山村

川上村

天川村

本　店

高田支店



　去る７月３日、私は奈良県信用保証協会会長を拝命いたしました。一意専心県内中小

企業・小規模事業者の振興、発展に全力を尽くす所存でございますので、ご指導を賜り

ますようお願い申し上げます。

　さて、このたび、当協会の業務内容や平成28年度の事業活動および平成29年度の経営

計画等についてご報告するディスクロージャー誌「奈良県信用保証協会レポート2017」

を作成いたしました。ぜひご一読いただき、信用保証制度や当協会の取り組みについて

ご理解を深めていただければ幸いに存じます。

　県内の経済情勢は、生産活動が概ね横ばいで推移する中で、個人消費は持ち直してお

り、雇用情勢も改善しているなど、全体として緩やかな回復基調にあります。

　今後についても、雇用環境の改善が続く中で、各種政策効果もあり、県内経済が活性

化していくことが期待されますが、人手不足による人件費の高騰やアメリカ・ＥＵの政

治経済の動向や中国をはじめとするアジア新興国の動向など海外情勢の先行き不透明な

部分もあり、県内中小企業・小規模事業者にとっては、予断を許さない状況にあります。

　このような状況を踏まえ、当協会では、県内中小企業・小規模事業者の金融の円滑化

を図るため、国や地方公共団体の施策に呼応しながら、国の政策保証や地方公共団体制

度融資を積極的に推進いたします。

　また、国の施策である「信用保証協会中小企業・小規模事業者経営支援強化促進補助

金事業」を活用し金融機関や関係機関と連携した創業・経営改善・経営の合理化および

事業再生などの支援を行い、県内中小企業・小規模事業者の活力向上を促進し「地方創生」

に貢献するとともに、公的な機関として「よき相談相手・よきパートナー」となること

を目指してまいります。

　今後も関係機関の皆様のご協力のもと、「企業とともに未来を拓く」をキャッチフレ

ーズに役職員一丸となって取り組んでまいりますので、引き続きご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。

平成29年９月

ごあいさつ

奈良県信用保証協会
会長　松 谷 幸 和

高 田 支 店 TEL.0745-22-9551 FAX.0745-22-9558

総 務 部

業 務 部

業 務 課

経営支援課

管 理 部

管 理 課

期中管理課

検 査 室

企 画 部

TEL.0742-33-0551

TEL.0742-33-0552

TEL.0742-33-0559

TEL.0742-33-0554

TEL.0742-33-0555

TEL.0742-33-0512

TEL.0742-33-0548

FAX.0742-35-4501

FAX.0742-33-0553

FAX.0742-33-3883

FAX.0742-33-6606

所在地　〒630－8668　奈良市法蓮町163－2

■本　　店

所在地　〒635－0015　大和高田市幸町2－33
　　　　（奈良県産業会館内）

（奈良県産業会館内）

■高田支店

発行：平成29年９月
　　　奈良県信用保証協会　企画部　企画情報課
表紙：法起寺（斑鳩町）
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